
 

（単位：千円）
科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 379,877,123   固定負債 94,439,608

    有形固定資産 363,546,780     地方債 77,848,254

      事業用資産 176,625,027     長期未払金 167,397

        土地 82,221,652     退職手当引当金 14,240,150

        立木竹 2,051,981     損失補償等引当金 0

        建物 190,495,947     その他 2,183,807

        建物減価償却累計額 △ 117,037,837   流動負債 9,312,299

        工作物 32,736,951     １年内償還予定地方債 7,229,408

        工作物減価償却累計額 △ 14,880,747     未払金 85,473

        船舶 0     未払費用 0

        船舶減価償却累計額 0     前受金 0

        浮標等 0     前受収益 0

        浮標等減価償却累計額 0     賞与等引当金 1,306,311

        航空機 0     預り金 0

        航空機減価償却累計額 0     その他 691,107

        その他 3,301,351 負債合計 103,751,907

        その他減価償却累計額 △ 2,584,673 【純資産の部】

        建設仮勘定 320,402   固定資産等形成分 387,610,523

      インフラ資産 186,024,645   余剰分（不足分） △ 98,730,426

        土地 70,453,691

        建物 685,282

        建物減価償却累計額 △ 515,139

        工作物 290,513,210

        工作物減価償却累計額 △ 177,868,394

        その他 0

        その他減価償却累計額 0

        建設仮勘定 2,755,995

      物品 6,946,726

      物品減価償却累計額 △ 6,049,618

    無形固定資産 674,693

      ソフトウェア 674,692

      その他 1

    投資その他の資産 15,655,650

      投資及び出資金 8,349,844

        有価証券 216,396

        出資金 732,718

        その他 7,400,730

      投資損失引当金 0

      長期延滞債権 531,219

      長期貸付金 1,760

      基金 6,851,636

        減債基金 0

        その他 6,851,636

      その他 0

      徴収不能引当金 △ 78,809

  流動資産 12,754,881

    現金預金 4,721,052

    未収金 300,902

    短期貸付金 0

    基金 7,733,400

      財政調整基金 7,733,400

      減債基金 0

    棚卸資産 0

    その他 0

    徴収不能引当金 △ 473 純資産合計 288,880,097

資産合計 392,632,004 負債及び純資産合計 392,632,004

一般会計等貸借対照表
（令和５年３月31日現在）



 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

一般会計等行政コスト計算書
自　令和４年４月  １日
至　令和５年３月31日

科目名 金額
  経常費用 92,020,889
    業務費用 51,084,748

      人件費 18,488,178

        職員給与費 14,017,376

        賞与等引当金繰入額 1,306,311

        退職手当引当金繰入額 708,283

        その他 2,456,208

      物件費等 31,801,885

        物件費 15,458,545

        維持補修費 2,639,794

        減価償却費 13,703,546

        その他 0

      その他の業務費用 794,685

        支払利息 264,390

        徴収不能引当金繰入額 52,001

        その他 478,294

    移転費用 40,936,141

      補助金等 11,218,873

    資産除売却損 40,351

      社会保障給付 21,289,082

      他会計への繰出金 7,227,727

      その他 1,200,459

  経常収益 2,803,071

    使用料及び手数料 1,330,327

    その他 0

純行政コスト 89,105,080

    投資損失引当金繰入額 0
    損失補償等引当金繰入額 0
    その他 0
  臨時利益 198,190
    資産売却益 198,190

    その他 1,472,744

純経常行政コスト 89,217,818
  臨時損失 85,452
    災害復旧事業費 45,101



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 290,999,835 392,210,907 △ 101,211,072

  純行政コスト（△） △ 89,105,080 △ 89,105,080

  財源 86,819,766 86,819,766

    税収等 60,657,367 60,657,367

    国県等補助金 26,162,399 26,162,399

  本年度差額 △ 2,285,314 △ 2,285,314

  固定資産等の変動（内部変動） △ 4,765,960 4,765,960

    有形固定資産等の増加 5,860,351 △ 5,860,351

    有形固定資産等の減少 △ 13,809,807 13,809,807

    貸付金・基金等の増加 4,231,603 △ 4,231,603

    貸付金・基金等の減少 △ 1,048,106 1,048,106

  資産評価差額 2,045 2,045

  無償所管換等 163,531 163,531

  その他 0 0 0

  本年度純資産変動額 △ 2,119,738 △ 4,600,384 2,480,646

本年度末純資産残高 288,880,097 387,610,523 △ 98,730,426

一般会計等純資産変動計算書
自　令和４年４月　１日
至　令和５年３月31日



 

 

（単位：千円）

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

一般会計等資金収支計算書
自　令和４年４月　１日
至　令和５年３月31日

科目名 金額
【業務活動収支】

  業務支出 79,008,661
    業務費用支出 38,070,508
      人件費支出 18,781,968
      物件費等支出 18,548,350
      支払利息支出 264,391

      その他の支出 475,799

    移転費用支出 40,938,153
      補助金等支出 11,218,873
      社会保障給付支出 21,291,095
      他会計への繰出支出 7,227,726
      その他の支出 1,200,459
  業務収入 87,508,431
    税収等収入 60,668,289
    国県等補助金収入 24,101,350
    使用料及び手数料収入 1,329,549

    その他の収入 1,409,243

  臨時支出 45,101
    災害復旧事業費支出 45,101
    その他の支出 0
  臨時収入 0
業務活動収支 8,454,669
【投資活動収支】

  投資活動支出 9,475,364
    公共施設等整備費支出 5,860,349
    基金積立金支出 3,561,435

    投資及び出資金支出 20,543

    貸付金支出 33,037
    その他の支出 0
  投資活動収入 3,034,774
    国県等補助金収入 2,061,050
    基金取崩収入 678,452
    貸付金元金回収収入 31,278
    資産売却収入 263,994
    その他の収入 0
投資活動収支 △ 6,440,590

【財務活動収支】

  財務活動支出 7,497,589
    地方債償還支出 6,653,466
    その他の支出 844,123
  財務活動収入 5,821,900
    地方債発行収入 5,821,900
    その他の収入 0

0

0

4,721,052

財務活動収支 △ 1,675,689
本年度資金収支額 338,390
前年度末資金残高 4,382,662

本年度末資金残高 4,721,052

0



 
 

一般会計等財務書類に係る注記 

１ 重要な会計方針 

 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

  ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

 ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

    ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

  イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

    取得原価が判明しているもの････････････････取得原価        

 取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

  ② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

    ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価 

 ③ 出資金 

   ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

 

（３）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

     なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

      建物    3 年～50 年 

      工作物   7 年～60 年 

      物品    2 年～45 年 

  ② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

 ③ リース資産 

     所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内のリース取 

引及びリース契約 1 件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を



 
 

除きます。） 

･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法  
 

（４）引当金の計上基準及び算定方法 

  ① 徴収不能引当金 

    未収金については、過去 5 年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上しています。 

    長期延滞債権については、過去 5 年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上していま

す。 

  ② 退職手当引当金 

    期末自己都合要支給額を計上しています。 

  ③ 賞与等引当金 

    翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 
（５）リース取引の処理方法 

  ① ファイナンス・リース取引 

   ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1 年以内のリース取引及びリース料総

額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

     通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

   イ ア以外のファイナンス・リース取引 

     通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

  ② オペレーティング・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（６）資金収支計算書における資金の範囲 

   現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物において、歳計現金等の保管方法として規定した

預金等をいいます。 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含みま

す。 
 

（７）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 固定資産の計上基準  

土地、建物、立木竹以外の有形固定資産のうち償却資産については、取得価額又は見積価格が 50

万円（美術品は 300 万円）以上の場合に資産として計上しています。 

なお、ソフトウェアについても、上記の取扱いに準じます。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が 60 万円未満であるとき、又は固定資産の取

得価額等のおおむね 10％未満相当額以下であるときに修繕費として処理しています。 
 



 
 

２ 追加情報 

 

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

   一般会計 

新富士駅南地区土地区画整理事業特別会計 

第二東名 IC 周辺地区土地区画整理事業特別会計 

  ② 一般会計等の対象範囲と普通会計の対象範囲は一致しています。 

③ 地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期

間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

④ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

⑤ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。 

  なお、令和 4 年度は実質赤字額又は連結実質赤字額がないため、比率は算定されません。 

  実質赤字比率    ― 

  連結実質赤字比率  ― 

  実質公債費比率   3.3％ 

   将来負担比率    69.5％ 

⑥ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額はありません。 

⑦ 繰越事業に係る将来の支出予定額  1,951 百万円 
  

（２）貸借対照表に係る事項 

① 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

   ア 範囲 

    普通財産のうち活用が図られていない公共資産 

   イ 内訳 

事業用資産    33,513 百万円 

土地       8,830 百万円 

立木材     4,149 百万円 

建物      5,438 百万円 

工作物    15,096 百万円 

インフラ資産   2,093 百万円 

土地       376 百万円 

工作物     1,717 百万円 

物品        104 百万円 

      令和 5 年 3 月 31 日時点における売却可能価額を記載しています。 

      売却可能価額は、路線価を基礎として算定した評価方法によっています。 

 ② 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含

まれることが見込まれる金額  43,172 百万円 

③ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。 



 
 

    標準財政規模                     51,290 百万円 

    元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額   4,399 百万円 

    将来負担額                      119,134 百万円 

    充当可能基金額                    17,349 百万円 

    特定財源見込額                    25,985 百万円 
   

（３）純資産変動計算書に係る事項 

① 純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

ア 固定資産等形成分 

資金収支計算書の「投資活動支出」のうち、「公共施設等整備支出」、「基金積立金支出」及び

「貸付金支出」の合計額を計上しています。 

 イ 余剰分（不足分） 

 純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

（４）資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支   5,161 百万円 

② 既存の決算情報との関連性                       

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 100,748 百万円 96,027 百万円 

繰越金に伴う差額 △4,383 百万円 －百万円 

資金収支計算書 96,365 百万円 96,027 百万円 

③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額 

     業務活動収支             8,455 百万円 

投資活動収入の国県等補助金収入  2,061 百万円 

未収債権の増減              △26 百万円 

未払債務の増減            191 百万円 

  その他資産の増減                   313 百万円 

減価償却費           △13,704 百万円 

    賞与等引当金増減額         △100 百万円 

    退職手当引当金増減額          394 百万円 

    徴収不能引当金増減額         △27 百万円 

資産除売却損益              158 百万円 

   純資産変動計算書の本年度差額    △2,285 百万円 

④ 一時借入金 

  資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

  なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

一時借入金の限度額    5,000 百万円 

   一時借入金に係る利子額    － 百万円 


